
 

技術委員会 担当事項 

 

（委員会の担当事項） 

○都市計画技術および都市計画業務の制度設計に関すること 

 

（部会名） 

都市計画業務のあり方検

討部会 

 

（部会の担当事項） 

○都市計画コンサルタント業務の発注のあり方の提案 

○発注ガイドラインのとりまとめと普及 

○円滑な発注のための方策の検討・提案 

 

都市計画ＣＰＤ活用検討 

部会 

（従来の資格制度検討部会

を包含） 

 

○技術力向上等の観点から都市計画ＣＰＤ制度活用方策の検討 

○都市計画ＣＰＤ制度運用機関（都市計画学会）と協働 

○都市計画技術者の資格制度に関する検討 

新規サービス企画部会 

 

○都市計画技術、都市計画業務に関する新しいサービスの企画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

技術委員会 平成23年度活動方針 

 

（委員会の活動方針） 

○都市計画技術および都市計画業務の制度設計に関することをテーマに新たな技術委員会としてスタート 

○都市計画業務のあり方については、当部会のあり方を含めて整理 

○都市計画 CPD 制度部会と新規サービス部会は新しい内容であり、また、都市計画学会、家協会などとの共同討

議が求められる為、これらの検討内容、進行をも踏まえながらの活動を実施 

 

（部会名） 

都市計画業務のあり方検

討部会 

 

（部会の活動方針） 

○これまでの成果を踏まえ、今後の検討方針の整理 

○都市計画業務発注ガイドラインのＰＲ（継続） 

○会員企業の受注実績調査（22年度実施）の分析、活用 

○（特に中小自治体の）都市計画業務の円滑な発注のための支援方策等の検討 

 

都市計画ＣＰＤ活用検討 

部会 

（従来の資格制度検討部会

を包含） 

○学会と連携し、当面実施できる改善内容と将来に向けた対応方針（都市計画 CPD

のあるべき姿、インセンティブ等）に区分して検討を進める 

・学会＋協会＋家協会＋URのメンバーで検討を進める予定 

・４者合同会議、学会内での検討、協会としての活動などが想定され、相互に連携

しながら進める（具体の体制、進め方等は今後検討） 

・協会独自での作業、方向検討の必要性も想定 

・まずは、実態把握をベースに検討を進める予定（学会＋協会等） 

・全体の方針づくりは２カ年程度を考えている 

・ＣＰＤ活用との関連で都市計画技術者の資格制度を検討 

 

新規サービス企画部会 

 

○都市計画実務者による論文発表会について検討（都市計画学会と共同） 

 学会での議論をベースに、協会としてのあり方を整理 

○都市計画コンサルタント業務の顕彰制度の検討（都市計画家協会と共同） 

概ね２カ年後の実施を想定し、課題・内容整理等を検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



会　　　社　　　名
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